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要　　旨
　本稿は，大手日本企業A社における60年代後半から70年代前半の新規学卒者を分析対象として，キャリ
アツリーなどの手法を用いて，昇進構造および昇進と出向の関係性の具体的内容について分析を行った。
　その結果，昇進構造については，係長クラスまでは原則として全員が昇進する一方，課長クラス昇進
時に昇進格差が発生していること，部長クラス昇進には課長クラス昇進スピードが重要であるが，課長
クラス昇進が遅れた者についても，一定の範囲内であればリターンマッチの余地が残されている構造と
なっていることが分かった。また，大量採用された70年代前半入社者が管理職層の中核を担うように
なった90年代以降も，管理職昇進確率や「おそい昇進」などの昇進構造・昇進管理上の基本的な特徴が
維持される一方，管理職昇進以降の出向者が増加していることが判明した。以上のことから，出向が増
加した管理職層を吸収するなど，昇進構造や昇進管理の急激な変化を避ける「緩衝材」の役割を果たし
ていたと考えられる。
　ただし，先行研究の結果とは異なり，課長クラス昇進以降の出向と昇進の遅れや低い職位への滞留と
の間には関係性はなく，管理職層の出向の目的は単なる余剰人員の処遇策ではなく関連会社の強化・支
援であり，グループ内における関連会社各社の重要性に応じた人材が出向者として送り込まれているこ
とが分かった。さらに，80年代後半以降，海外関連会社の重要性が高まったために，海外拠点の増加や
規模拡大が行われ，課長クラス在籍時の海外出向が急激に増加するとともに，課長クラス三次選抜以内
の者から対象者が選ばれるようになり，その部長クラス昇進確率も高まるなど，グローバル化に伴う出
向の実態の変化が，A社の昇進や昇進構造にも影響を与えていたことが判明した。
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Abstract
　This paper examines the career pattern of middle and higher ranking managers in a large Japanese 
company. This is a case study of career records based on the analysis of a cohort of university graduates 
who joined the company in 1965-1975. The data were obtained through published literature (Who’s Who of 
Business). This study carefully builds career trees of managers over time (1980-2010). The main findings of 
this empirical study are as follows: all employees (university graduates) surveyed are promoted to manage-
ment ranks at various speed. The speed with which employees are promoted to a first-rank managing 
position is important for their later career. Job experience (internal transfers to different operational 
departments) seems to be unrelated to the probability of fast-track promotion up to middle management 
rank. Once promoted to middle management, transfers to affiliated companies are frequent and account 
for the probability of promotion at later stages. The experience of working in overseas subsidiaries 
increases the probability of promotion to senior management positions. The globalization of this company 
after the 1980s would appear to have influenced this pattern of career advancement.
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１．はじめに
　本稿では，大手日本企業A社（製造業）における60年代後半から70年代前半の新規学卒者を
分析対象とし，キャリアツリー（career trees）などの分析手法を用いて，その昇進構造（career 
ladder of management）の具体的内容を明らかにする⑴。また，多くの企業において，外部の組
織に出向する者が数多く存在することに着目し，管理職昇進以降の昇進（promotions）と出向
（internal transfers）との関係性を明らかにする。
　これまで日本企業の昇進構造についての分析や，査定や勤続年数あるいは仕事内容や異動の経
歴と昇進選抜への影響に関する分析については，一定以上の実証研究が為されてきた。しかし，
大手日本企業の正規従業員の多くが，異動の一環として出向を経験するにも関わらず，昇進と出
向との関係性についての実証研究は管見では非常に少ない。複数の調査によれば，出向は出向先
企業を多く持つ一方，大量採用されたいわゆる「団塊の世代」を多く抱える大企業ほど頻繁に見
られ，その目的は対象者の職位や年齢，企業の業績や景気動向によって異なる。この場合，「団
塊の世代」が管理職適齢期を迎え，不況期に入った90年代以降の大企業の出向の実態や昇進との
関係性には，それ以前と比較して何らかの変化が起こっているはずである。また，海外拠点の重
要性が高まり，拠点数の増加や規模拡大が進展している企業では海外出向者が増加し，そういっ
た個別企業におけるグローバル化（globalization of Japanese firms）が，昇進と出向との関係性
にも影響を与えている可能性がある。
　そこで本稿では，80年代後半以降より海外出向者が増加している，大手日本企業A社を分析
対象として，90年代から2000年代に掛けて管理職層の中核を担った，70年代前半の新規学卒者を
主な分析対象とし，80年代から90年代に掛けて管理職層の中核を担った，60年代後半の新規学卒
者との比較を行うことによって，A社の昇進構造および昇進と出向の関係性について，その実
態と90年代以降の変化の具体的内容を明らかにする。
　本稿の分析内容については，主に『ダイヤモンド会社職員録』（以下，『会社職員録』）および
A社の複数の人事部員へのインタビュー，（企業名の匿名と学術研究目的のみに使用することを
条件に使用を許可された）出向に関する管理台帳や関連資料に依拠している。『会社職員録』に
は掲載企業によって情報量が異なるが，掲載企業について管理職層の氏名，所属部署，役職，生
年，入社年，最終学歴などが掲載されており，これにより長期的な昇進と異動の履歴を追うこと
が可能となる。また，出向に関する管理台帳や関連資料により，『会社職員録』では把握できな
い出向の履歴について把握することが可能となった。併せて，社史および組合史，有価証券報告
書，さらに専門誌に掲載された事例紹介なども活用し，分析を行った⑵。
　なお，本稿の分析対象は僅か１社であり，必ずしも一般性は保証されていないが，A社は戦
前からの歴史を持つ，戦前・戦後の日本経済を牽引してきた業界のリーディングカンパニーであ
る。その人事制度改定などは，これまで『労政時報』や『賃金実務』，『労働調査』など多くの専
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門誌に紹介され，多くの企業が参考としてきた。したがって，日本企業の昇進構造について先行
研究が議論してきた問題に関して，典型的企業としての特性を一定以上有していると考える。
　以下では，まず本稿のテーマに関係する，日本企業の昇進と出向に関する調査や先行研究を概
観し，その結果に基づいて，本稿の目的を達成する上で検討・分析するべき問題を明らかにする。
次に，A社における昇進および出向の基本的なルールを把握した上で，大学院卒を除く70年代
前半の新規学卒者（以下，70年代前半入社者）と60年代後半の新規学卒者（以下，60年代後半入
社者）の昇進構造と出向の実態，昇進と出向の関係性について分析を行い，両者を比較すること
により，共通点と時系列的な変化およびその背景について論究する。そして，主に本稿の分析の
焦点についての検証と先行研究との比較によって，分析結果の位置付けや新しい発見についての
確認を行い，最後に本稿の要約と残された問題について論述する。
２．先行研究の概観
　日本企業における出向の実態については，複数の調査により企業規模が大きいほど出向者比率
や出向の実施率が高く，その目的は対象者の職位や年齢，企業の業績や景気動向によって異なる
ことが明らかになっている。このうち日本労働研究機構（1999）は，管理職に占める出向者比率
が企業規模5,000人以上の企業では20％を超えているとした上で，出向先企業を多く抱え，同時
に「団塊の世代」を中心に管理職ポストに対する供給圧力が高い大企業では，管理職に占める出
向者の割合も高くなると推測し，出向の目的については，①中高年の管理職層を中心とした，企
業集団としての統合力を強めることを目的した出向，②中高年層を中心としつつもやや幅広い層
対象とした，子会社・関連会社の指導・育成・強化を目的とした出向，③ポスト不足対策を目的
とした出向，④若・中堅層を中心としたキャリア形成・人材育成を目的とした出向が存在し，こ
のうち②と④については一定期間の後に出向元に復帰する「一時出向」となるケースが多いとい
う。また，『賃金事情』（2009年９月20日号，No.2571）は，企業規模1000人以上の企業では87％
が出向を実施しているが，企業規模が小さくなると実施率が低下することを報告し，出向の主な
目的について，①技術指導等のため（47.2％），②能力開発・キャリア開発のため（43.3％），③
リストラクチャリングのため（18.5％），④景気悪化に伴う合理化（人員削減・雇用調整）のた
め（15.2％）と続き，近年の景気悪化に伴い，③や④を理由とする出向が増加傾向にあることを
明らかにしている。
　一方，日本企業の昇進構造については「おそい選抜」がその特徴の一つとして挙げられてきた。
このうち小池編（1991）は約60社に対する聞き取りに基づき，「入社して15～16年後，課長昇進
前後に，三つのコースに分化する。中枢管理者コース，部門管理者コース，そして非管理者コー
スである」として，いくつかの例外を除いて「おそい選抜」が見出されたと述べている。また，
今田・平田（1995）が個別企業の詳細な分析を通じて，日本企業の昇進構造は「一律年功型」＝
初期キャリア，「昇進スピード競争型」＝中期キャリア，「トーナメント競争型」＝後期キャリア
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という，キャリアの段階によって変化する「重層型キャリア」であることを明らかにし，竹内
（1995）が Rosenbaum（1984）の用いた手法であるキャリアツリーを用いた上で，キャリアの初
期の段階では実質的には「同期同時昇進」であるものが，時間の経緯と共に「同期時間差昇進」，
「選抜」および「選別」へ移行していくことを明らかにするなど，複数の研究により「おそい選抜」
の具体的内容が明らかにされてきた。
　ただし，「おそい選抜」は昇進選抜の緩さを意味するものではない。阿部（1995），西山（1999），
上原（2003）によれば，より高い職位に昇進するためには，同期入社者間で最初に昇進（昇格）
格差が発生する時点において，昇進スピードの速いグループで昇進していることが重要である。
また，花田（1987）は大企業５社のキャリアツリーを示した上で，部長・次長になる可能性が課
長昇進への第一次ないしは第二次選抜に入っていなければ著しく低くなるという，日本企業の厳
しい昇進・昇格競争の実態を明らかにし，竹内（1988）は『会社職員録』を用いて，分析対象企
業の最年少管理職について，その３割が13年後には昇進選抜から脱落するという実態を報告して
いる。さらに，松繁（1995）（2000），梅崎（1999）によれば，昇進格差が発生する以前から，仕
事の内容や部門異動による選抜，仕事序列競争が行われており，その結果が昇進に影響を与えて
いる。
　上記の先行研究のうち，昇進と出向との関係性については，花田（1987）が，あるメーカーに
1955年に入社した男子従業員について，昇進スピードが遅く低い職位に滞留している「担当職」
に，出向・転籍・退職者が集中していたとし，阿部（1995）についても，あるメーカーの60年代
前半の特定年次の新規学卒者について，部長に昇進できなかった者が早期に出向しているとして
いるが，いずれも特定年次の入社者のみの分析に留まり，さらに入社年次が古いため90年代以降
の今日の実態とは異なっている可能性がある。また，出向経験が昇進に与える影響については，
松繁（1995）が電気機器製造業１社の理科系大学院卒について，勤続６～７年目での関連会社へ
の出向経験が係長昇進にプラスであることを，松繁（2000）が加工組立産業を分析対象として，
出向経験の係長昇進への正の効果を明らかにしているが，管理職昇進以降の出向経験と昇進との
関係性については，関連研究の蓄積が少なく，よく分かっていない。なお，花田（1987）が各ケー
スを「伝統的保守企業」，「大量採用企業」，「革新的企業」などと分類し，昇進構造はその企業の
組織風土によって異なるとしているのに対し，上原（2007）および堀内（2007）は，90年代以降
に管理職昇進時期を迎えた者の昇進確率が低下し，同一企業における入社年次間の昇進構造が異
なる特徴を持っていることを明らかにした上で，個別企業の昇進構造は固定的なものではなく，
業績や管理職ポスト数など様々な要因の影響により，比較的短いスパンで変化し得ることを報告
している。
　先行研究から，大量採用された「団塊の世代」が管理職適齢期を迎え，不況期に入った90年代
以降では，それ以前と比較して昇進構造や出向の実態が変化し，昇進と出向との関係性について
も何らかの変化が起こっている可能性が考えられる。またA社のように海外販売・生産拠点数
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の増加や規模拡大により海外出向者が増加しているような企業では，このことが出向の実態や昇
進と出向との関係性に影響を与えている可能性があるが，管見ではそういった観点からの先行研
究は殆ど存在しない。
　以上の先行研究の概観に基づき，本稿では以下の観点から分析の焦点を設定し，重点的に分
析・検証することとする。まず，A社の197X 年，197Y 年，196Z 年という異なる年次の新規学
卒者を取り上げ，キャリアツリーなどの手法を用いて，昇進格差の発生時期とその昇進スピード
が後の昇進に与える影響の程度，そして昇進の遅れた者が遅れを取り戻す，リターンマッチの有
無とその範囲や程度などを明らかにする。さらに，いわゆる「団塊の世代」に該当し，90年代か
ら2000年代に掛けて管理職層の中核を担った70年代前半入社者と，80年代から90年代に掛けて管
理職層の中核を担った60年代後半入社者の各職位への昇進確率や昇進時の勤続年数について比較
を行ない，A社における90年代以降の昇進構造および昇進管理上の変化の有無とその具体的内
容を明らかにする。
　出向に関しては，管理職昇進以降の昇進スピード（の遅れ）および（低い）最終到達職位と出
向の対象となることとの関係性を明らかにするために，上記の入社年次のキャリアツリー上に履
歴を明示することによって，未だ先行研究の蓄積が少ないこの問題について分析を行う。また，
併せて70年代前半入社者と60年代後半入社者の出向状況を比較することによって，昇進構造およ
び昇進管理上の変化に対応して，出向の実態がどのように変化しているのか，という点について
も分析を試みる。さらに，管理職昇進以降の出向経験と昇進確率との関係性について，課長クラ
ス在籍時の「一時出向」と部長クラス昇進との関係性に着目し，70年代前半入社者と60年代後半
入社者を対象に，出向経験の有無や国内と海外など出向先の違いによる昇進への影響に関する分
析と比較を行う。以上の分析を通じて，「団塊の世代」である70年代前半入社者の存在や，80年
代後半以降の海外出向者の増加，90年代以降の不況の下で，昇進と出向の関係性にどのような変
化が起こったのかを明らかにする⑶。さらに関連資料や関係者への聞き取りに基づいて，本稿が
扱うケースにおける出向の実態の全体像と問題点を明らかにする。
３．昇進と出向の関係性についての検証
3. 1.　管理職昇進および出向に関する基本的ルールおよび現状の概要
　A社の管理職層の区分については，課長クラスでは「課長」，「グループマネジャ （ーGM）」，「担
当課長」，「タスクマネジャ （ーTM）」，「主幹」，部長クラスでは「部長」，「副部長」，「担当部長」，
「技師」という呼称が用いられている。また少なくとも70年代には，係長クラスまでは全員を昇
進させるという，学卒者に対する昇進管理上のルールが確立しているため，課長クラス昇進時よ
り昇進格差が発生することとなる。
　出向については，A社の出向は「一時出向」および出向先で定年を迎える「出向（退出）」によっ
て構成される。出向先は主に国内と海外の関連会社であり，資本関係のない企業に出向すること
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は極めて稀である。管理職層が出向する際は，部長クラスが出向する場合は原則として出向先の
社長や役員として，課長クラスが出向する場合は出向先の部長クラス，出向先が比較的小規模な
場合は役員として出向するが，出向管理上，出向先である関連会社各社はグループ内の重要性に
応じてランク付けされており，そのランクに対応した人材が職位や業績などを考慮して選ばれる
という。また事務系，特に営業部門に配属された者が国内で出向する場合は販売会社への出向が
中心となり，技術系の者が国内で出向する場合は，生産・物流を担う関連会社への出向が中心と
なる。海外出向については，事務系は海外の販売拠点，技術系は北米およびアジア地域を中心と
した生産拠点への出向が中心となっている。特に80年代後半頃より，海外販売・生産拠点数の増
加や規模拡大に伴い，海外出向者が増加している。加えて，A社内部資料によれば，90年代以降，
大量採用された70年代前半入社者の存在や不況を背景に，スタッフ管理職と出向する管理職が増
加した結果，いわゆるホワイトカラーの４割強を管理職層が占めることとなり，このことが2000
年代以降の人事制度改定の大きな要因となるなど，増加した出向管理職の存在が問題化してい
る。
　以上の管理職昇進および出向に関する基本的なルールに基づいて，本稿が主な分析対象とする
70年代前半入社者，事務系（138名）および技術系（193名）の昇進と出向の状況を確認した（図
表１・２）。まず昇進については，勤続15年から課長クラス昇進が開始され，６年間で対象者の
昇進が完了している。課長クラス昇進時より昇進格差が発生しているが，課長クラス昇進確率は
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出所：A社資料により筆者作成
図表２　70年代前半 新規学卒者の出向状況の変遷
図表１　70年代前半 新規学卒者の昇進状況
事務系 技術系 全体
部長クラス昇進者（勤続25年～34年）  55（39.86％）  60（31.09％） 115（34.74％）
課長クラス昇進者（勤続15年～20年） 130（94.20％） 175（90.67％） 305（92.15％）
入社人数 138（  100％） 193（  100％） 331（  100％）
出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料に基づいて筆者作成
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92.15％と事務系，技術系を問わずにかなり高い。一方，部長クラス昇進は勤続25年前後から勤
続34年までに行なわれ，入社者の34.74％（課長クラス昇進者の37.70％）が部長クラスに昇進し
ている。
　出向の状況に関しては，事務系において出向経験者の比率が高くなっていることが分かる。ま
た，事務系・技術系を問わずに，「一時出向」が本格化するのは勤続15年，すなわち課長クラス
昇進前後であること，対象者が40代半ば頃になると「一時出向」がピークを迎え，その後は徐々
に減少し，50代に差し掛かる頃になると「出向（退出）」となる者が増加している。最終的には
事務系で半数弱，技術系で約20％の者が「出向（退出）」の対象者となる。また，課長クラス昇
進以前に「一時出向」を経験している者の所属や出向先を確認したところ，多くが営業部門に配
属された事務系の者であり，大部分は国内の販社に出向していることが分かった。以上のことか
ら，事務系・技術系，職掌を問わずに出向が活発に行われるのは，課長クラス昇進以降と考えら
れる。
3. 2.　70年代前半入社者における昇進構造と出向の実態
3. 2. 1.　197X年新規学卒者のケース
　以上の管理職層および出向先についての概要と分析の枠組みに基づき，以下では197X 年と
197Y 年の新規学卒者を取り上げ，70年代前半入社者の昇進構造を明らかにする。ちなみに入社
年次の早さは197Y年→197X年の順である。分析にあたってはキャリアツリーなどの手法を用い
るが，キャリアツリーには，各枠外の下欄に滞留者，「出向（退出）」者，退職者の人数を記し，
さらに枠内の昇進人数の横にその中で「一時出向」を経験した人数を「（　）」で記した。この他，
キャリアツリーの見方については別表の説明の通りである。
　まず，A社に新規学卒者として197X 年に入社した69名のうち，課長クラスに昇進した61名に
ついてキャリアツリーを作成した（図表３）。これによると，既述の通り係長クラスまでは全員
が昇進する中で，課長クラス昇進者は勤続15年～18年の間で昇進し，課長クラス昇進時から滞留
者が発生している（課長クラス昇進確率88.41％）。つまり昇進格差発生時期は課長クラス昇進時
である。また，部長クラスについては課長クラス昇進者61名中29名が昇進しているが（昇進確率
47.54％），勤続15年で課長クラスに昇進している課長クラス一次選抜グループの部長クラス昇進
確率が88.89％であるのに対し，勤続16年で昇進している二次選抜グループでは48.65％，勤続17
年で昇進している三次選抜グループでは23.08％，勤続18年で昇進している四次選抜グループで
は０％である。一方で，課長クラス二次選抜者が部長クラスに一次選抜で，三次選抜者が部長ク
ラスに一次・二次選抜で昇進することをリターンマッチと定義すると，課長クラスに三次選抜ま
でに昇進すればリターンマッチの可能性があり，課長クラス昇進二次・三次選抜グループから，
一次選抜で部長クラスに昇進している者が７名存在している。
　以上の分析により，本ケースについては課長クラス昇進時に昇進格差が発生し，部長クラス昇
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進のために最も重要なことは課長クラス昇進スピードの速さである一方で，課長クラス三次選抜
までに昇進すればリターンマッチが可能な昇進構造であることが分かった。
　次に，出向については，管理職層における退出者27名のうち，18名が出向先で定年および定年
直前となった者（「出向（退出）」）であり，課長クラス昇進者（61名）のうち29.51％が対象となっ
ている。最終到達職位別では課長クラス滞留者32名中９名（28.13％）が，部長クラス昇進者29
名中９名（31.03％）が「出向（退出）」の対象となっており，僅かではあるが部長クラス昇進者
の確率が高く，少なくとも低い職位への滞留と「出向（退出）」の対象となることとの間に関係
性を見出すことは困難である。昇進スピードとの関係性では，部長クラス，課長クラスともに四
次選抜以降で「出向（退出）」者の比率が低下しており，各職位への昇進スピードが一定以上遅
れると，むしろA社内部での滞留となっている。
　また，「一時出向」については，課長クラス昇進者61名中33名（54.10％）が管理職在籍期間中
に経験している。最終到達職位別では課長クラス滞留者32名中12名（37.5％），部長クラス昇進
者29名中21名（72.41％）が管理職在籍期間中に「一時出向」を経験しており，部長クラス昇進
者が経験している確率が非常に高い。昇進スピードとの関連では，課長クラスにおいてはランダ
ムに，部長クラスでは一次選抜グループにおいて高い比率で発生するなど，昇進スピードの遅れ
と「一時出向」の対象となることとの間に関係性を見出すことはできない。
3. 2. 2.　197Y年新規学卒者のケース
　図表４は，197Y年にA社に入社した新規学卒者99名のうち，課長クラスに昇進した94名のキャ
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出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料に基づいて筆者作成
図表３　A社 197X年新規学卒者のキャリアツリー
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リアツリーである。これによると，本ケースについても係長クラスまでは全員が昇進する中で，
課長クラス昇進時に昇進格差が発生し，昇進者は勤続15年～19年の間で昇進している（課長クラ
ス昇進確率94.95％）。また，部長クラスについては課長クラス昇進者94名中35名が昇進している
が（昇進確率37.23％），勤続15年で課長クラスに昇進している課長クラス一次選抜グループの部
長クラス昇進確率が64.29％であるのに対し，勤続16年で昇進している二次選抜グループでは
41.51％，勤続17年で昇進している三次選抜グループでは19.05％，勤続18年以降で昇進している
四次選抜以降のグループでは０％である。一方で，三次選抜までに課長クラスに昇進すればリ
ターンマッチの可能性があり，課長クラス昇進二次選抜グループから一次選抜で部長クラスに昇
進している者や課長クラス三次選抜グループから部長クラスに二次選抜で昇進している者が２名
存在している。
　以上の分析により，本ケースについても課長クラス昇進時に昇進格差が発生し，部長クラス昇
進のために最も重要なことは課長クラス昇進スピードの速さである一方で，課長クラス三次選抜
までに昇進すればリターンマッチが可能な昇進構造であることが分かった。
　次に，出向については，管理職層における退出者41名のうち，32名が「出向（退出）」による
退出であり，課長クラス昇進者（94名）のうち34.04％が対象となっている。最終到達職位別では，
課長クラス滞留者59名中17名（28.81％）が，部長クラス昇進者35名中15名（42.86％）が「出向（退
出）」の対象となっており，部長クラス昇進者の方が「出向（退出）」となる確率が高く，低い職
位への滞留と「出向（退出）」の対象となることとの間に関係性は確認できない。さらに昇進ス
ピードとの関係性では，課長クラスにおいては一次選抜グループと四次選抜以降のグループにで
「出向（退出）」者の比率が高くなっている一方，部長クラスでは四次選抜以降のグループから最
も多く「出向（退出）」者が出るなど，昇進スピードが遅れると「出向（退出）」者が増加する傾
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出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料に基づいて筆者作成
図表４　A社197Y年新規学卒者のキャリアツリー
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向が見受けられる。
　また，「一時出向」については，課長クラス昇進者94名中40名（42.55％）が管理職在籍期間中
に経験している。最終到達職位別では，課長クラス滞留者59名中20名（33.90％），部長クラス昇
進者35名中20名（57.14％）が，管理職在籍期間中に「一時出向」を経験しており，部長クラス
昇進者が経験する確率の方がかなり高い。昇進スピードとの関係性では，課長クラス，部長クラ
スともに，一次選抜グループや二次選抜グループにおいて高い比率で「一時出向」が発生してお
り，昇進スピードの遅れと「一時出向」の対象となることとの間に関係性を見出すことはできな
い。
3. 2. 3.　課長クラス在籍時の「一時出向」経験と部長クラス昇進の関係性
　それでは出向経験の有無や出向先の違いによって，昇進確率にどのような差異が生じるのだろ
うか。この問題について分析するにあたって，本稿では，既述の通り，昇進格差発生時期である
こと，事務系・技術系，職掌を問わずにこの時期から出向が本格化していることから，課長クラ
ス在籍時の「一時出向」経験と部長クラス昇進との関係性に着目した（図表５）。
　70年代前半入社者の共通の傾向として，海外出向経験者の部長クラス昇進確率が非常に高く，
海外出向については課長クラス昇進三次選抜までに入った者のみが出向の対象となっている。ま
図表５　課長クラス在籍時における「一時出向」経験と部長クラス昇進確率（70年代前半入社者）
〈事務系〉
課長クラス
昇進スピード
（勤続15年～19年）
国内出向（41.35％） 海外出向（15.79％） 経験なし（42.86％） 全体
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
部長クラス
昇進者（％）
一次選抜（25名） 11  9（81.82％）  4  4（  100％） 10  6（   60％） 19（   76％）
二次選抜（73名） 28 11（39.29％） 15 12（   80％） 33 11（33.33％） 32（43.84％）
三次選抜（18名）  9  2（22.22％）  2  0（    0％）  7  2（28.57％）  4（22.22％）
四次選抜以降（14名）  7  0（    0％）  0 －  7  0（    0％）  0（    0％）
全体（130名） 55 22（   40％） 21 16（76.19％） 57 19（33.33％） 55（42.31％）
〈技術系〉
課長クラス
昇進スピード
（勤続15年～20年）
国内出向（16.57％） 海外出向（18.86％） 経験なし（64.57％） 全体
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
部長クラス
昇進者（％）
一次選抜（17名）  1  1（  100％）  5  4（   80％） 11  8（72.73％） 13（76.47％）
二次選抜（97名） 16  2（ 12.5％） 22 15（68.18％） 59 20（33.90％） 37（38.14％）
三次選抜（51名）  8  0（    0％）  6  3（   50％） 37  7（18.92％） 10（19.61％）
四次選抜以降（10名）  4  0（    0％）  0 －  6  0（    0％）  0（    0％）
全体（175名） 29  3（10.34％） 33 22（66.67％） 113 35（30.97％） 60（34.29％）
出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料より筆者が作成
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た，事務系については課長クラス在籍時に「一時出向」を経験する者が多数派であり（国内・海
外合わせて57.14％），特に国内出向経験者が多い一方（41.35％），部長クラス昇進確率について
は海外出向経験者の昇進確率が非常に高い（76.19％）⑷。
　技術系については「一時出向」経験者の比率（国内・海外合わせて35.43％）は経験しなかっ
た者（64.57％）の半分程度に過ぎず，特に事務系と比較して国内出向経験者が少ない（16.57％）。
また，部長クラス昇進確率については，事務系同様に海外出向経験者の部長クラス昇進確率が非
常に高い一方で（66.67％），国内出向経験者の部長クラス昇進確率が非常に低い（10.34％）。
3. 3.　60年代後半入社者との比較
3. 3. 1.　60年代後半入社者の管理職昇進および出向の概要
　以下では60年代後半入社者の昇進と出向の状況を確認し，70年代前半入社者における変化の概
要を把握した上で，196Z 年の新規学卒者のキャリアツリーを作成するとともに，60年代後半入
社者の課長クラス在籍時の「一時出向」経験と部長クラス昇進との関係性について，70年代前半
入社者との比較を行う。
　60年代後半入社者の昇進状況については，管理職層の区分や係長クラスまでは全員が昇進する
点で70年代前半入社者と共通している。そして課長クラス昇進時より昇進格差が発生する中で，
勤続15年から勤続23年で課長クラス昇進が完了し，部長クラス昇進は勤続25年前後から勤続35年
までに完了する（図表６）。70年代前半入社者（図表１）と比較すると，いずれも課長クラス昇
進が勤続15年，部長クラス昇進が勤続25年から開始され，部長クラス昇進期間もほぼ一致してお
り，70年代前半入社者の大量採用に伴う昇進確率の低下も発生していない。一方，課長クラス昇
進期間については，70年代前半入社者において短期化しているが，当時を知るA社の人事部員
によると，「かつては管理職昇進に関する最長滞留年数などの運用が曖昧だった部分があり，一
部温情的な処置が行なわれていた」とのことであり，両者の違いはある段階から昇進管理上の
ルールが厳格化されたためであると考えられる。
　出向の状況については，出向先の構成や出向が活発に行われるのが，課長クラス昇進以降であ
る点では70年代前半入社者と共通している。しかし，上記の通り昇進確率が低下しなかったため，
70年代前半の大量採用を背景に管理職数が大幅に増加する中で，出向者数が大幅に増加したこと
図表６　60年代後半 新規学卒者の昇進状況
事務系 技術系 全体
部長クラス昇進者（勤続25年～35年）  30（ 37.5％）  30（29.70％）  60（31.41％）
課長クラス昇進者（勤続15年～23年）  68（ 85.0％）  92（91.09％） 160（83.77％）
入社人数  80（  100％） 101（  100％） 191（  100％）
出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料に基づいて筆者作成
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が分かる（図表７）。60年代後半入社者と比較すると，比率では「出向（退出）」については微増
に留まっているが，人数では「一時出向」については約2.4倍，「出向（退出）」についても２倍
以上の増加である（図表７）。
3. 3. 2.　196Z 年新規学卒者のケース
　196Z年にA社に入社した新規学卒者41名のうち，課長クラスに昇進した36名のキャリアツリー
によると（図表８），係長クラスまでは全員が昇進する中で，課長クラス昇進者は勤続15年～20
年の間で昇進し，課長クラス昇進時から昇進格差が発生している（課長クラス昇進確率87.8％）。
部長クラスについては課長クラス昇進者36名中13名が昇進しているが（昇進確率36.11％），勤続
15年で課長クラスに昇進している課長クラス一次選抜グループの部長クラス昇進確率が66.67％
であるのに対し，勤続16年で昇進している二次選抜グループでは42.11％，勤続17年で昇進して
いる三次選抜グループでは16.67％，勤続18年以降で昇進している四次選抜以降のグループでは
０％である。一方で，二次選抜までに入ればリターンマッチの可能性があり，課長クラス昇進二
次選抜グループから，一次選抜で部長クラスに昇進している者が２名存在している。
　以上の分析により，本ケースについても課長クラス昇進時に昇進格差が発生し，部長クラス昇
進のために最も重要なことは課長クラス昇進スピードの速さであること，課長クラス二次選抜ま
でに昇進すればリターンマッチが可能な昇進構造であることが分かった。
　次に，出向については，管理職層における退出者14名のうち，13名が「出向（退出）」による
退出であり，課長クラス昇進者36名中13名（36.11％）が対象となっている。最終到達職位別では，
課長クラス滞留者23名中９名（39.13％）が，部長クラス昇進者13名中４名（30.77％）が「出向（退
出）」の対象となっており，僅かではあるが課長クラス滞留者の方が「出向（退出）」となる確率
が高い。また部長クラス，課長クラスともに，昇進スピードに関係なくランダムに「出向（退出）」
者が出ており，昇進スピードとの間に明確な関係性を見出すことはできない。
　また，「一時出向」については，課長クラス昇進者36名中13名（36.11％）が管理職在籍期間中
に経験している。最終到達職位別では，課長クラス滞留者23名中４名（17.39％），部長クラス昇
進者13名中９名（69.23％）が，管理職在籍期間中に「一時出向」を経験しており，部長クラス
昇進者が経験する確率が非常に高い。昇進スピードとの関係性では，課長クラスでは顕著な傾向
は見られないが，部長クラスでは四次選抜以降のみ「一時出向」者が発生しており，昇進スピー
図表７　管理職在籍期間における出向経験者数
60年代後半入社者 70年代前半入社者
「一時出向」経験者数  58（36.25％） 140（45.90％）
「出向（退出）」経験者数  48（   30％）  98（32.13％）
管理職数 160（  100％） 305（  100％）
出所 :『会社職員録』各年度版およびA社資料に基づいて筆者作成
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ドの遅れと「一時出向」の対象となることの間に一定の関係性が示唆される結果となった。
3. 3. 3.　課長クラス在籍時の「一時出向」経験と部長クラス昇進の関係性
　それでは70年代前半入社者において出向者数が増加する中で，課長クラス在籍時の「一時出向」
経験と部長クラス昇進との関係性は，どのように変化したのだろうか。60年代後半入社者の結果
（図表９）を70年代前半入社者の結果（図表５）と比較すると，部長クラス昇進確率に大きな変
動はなく，部長クラス昇進のためには，課長クラス三次選抜以内に入らなければならない点など
について一致している⑸。一方，60年代後半入社者から70年代前半入社者への変化の傾向として，
課長クラス三次選抜以内の者から海外出向者が選出されるようになった点や，「一時出向」の増
加，海外出向経験者の増加とその部長クラス昇進確率の上昇を指摘することができる⑹。
　具体的には，まず事務系については「一時出向」経験のない者が減少する中で（55.88％→
42.86％），国内出向，海外出向ともに増加し，特に海外出向がより増加している（7.35％→
15.79％）。部長クラス昇進確率については，海外出向経験者の昇進確率の上昇と（60％→
76.19％），「一時出向」の経験がない者の昇進確率の低下が目立つ（47.37％→33.33％）。
　また，技術系についてはやはり「一時出向」経験のない者が減少する中で（71.58％→
64.57％），国内出向は微増あるいは横ばいである一方（14.74％→16.57％），海外出向が増加して
いる（13.68％→18.86％）。部長クラス昇進確率については，「一時出向」経験のない者について
は変化がない中で（30.88％→30.97％），国内出向経験者の昇進確率が大幅に低下し（28.57％→
10.34％），逆に海外出向経験者の昇進確率が大幅に高まったことが分かる（38.46％→66.67％）。
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出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料に基づいて筆者作成
図表８　A社196Z 年新規学卒者のキャリアツリー
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４．考察
　以下では，既述の分析結果に基づいて，分析の焦点を中心に検証とその結果について先行研究
との比較を行う。
　まず，昇進構造の全体的な特徴については，197X年・197Y年・196Z年新規学卒者いずれのケー
スも，課長クラス昇進時に昇進格差が発生し，部長クラス昇進のために最も重要なことは課長ク
ラス昇進スピードの速さであり，課長クラス三次選抜までに昇進しなければ部長クラス昇進が不
可能となること，部長クラス昇進時までリターンマッチが可能であることが明らかとなった。そ
の他にも，課長クラス昇進が勤続15年，部長クラス昇進が勤続25年から開始される点，課長クラ
ス昇進時において二次選抜で最も多くの者が昇進している点，管理職昇進以降の退職者は僅かで
ある点など，多くの点で３つのキャリアツリーは共通点を示している。また60年代後半入社者か
ら70年代前半入社者までというスパンにおいても，係長クラスまでは全員が昇進する中で，時系
列的な管理職昇進確率の低下を確認することはできない。昇進管理の厳格化に伴う課長クラス昇
進期間の短期化という変化が確認されたが，課長クラスや部長クラスへの昇進が開始される勤続
年数は共通であり，部長クラス昇進のためには三次選抜までに入らなければならないという，課
長クラス昇進スピードの重要性も不変である。
　以上のことから，A社の昇進構造についても「おそい選抜」の実態が確認された一方で，入
図表９　課長クラス在籍時における「一時出向」経験と部長クラス昇進確率（60年代後半入社者）
〈事務系〉
課長クラス
昇進スピード
（勤続15年～23年）
国内出向（36.76％） 海外出向（7.35％） 経験なし（55.88％） 全体
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
部長クラス
昇進者（％）
一次選抜（19名）  3  3（  100％）  1  0（    0％） 15 13（86.67％） 16（84.21％）
二次選抜（22名） 10  6（   60％）  2  2（  100％） 10  3（   30％） 11（   50％）
三次選抜（15名）  6  0（    0％）  2  1（   50％）  7  2（28.57％）  3（   20％）
四次選抜以降（12名）  6  0（    0％）  0 －  6  0（    0％）  0（    0％）
全体（68名） 25  9（   36％）  5  3（   60％） 38 18（47.37％） 30（44.12％）
〈技術系〉
課長クラス
昇進スピード
（勤続15年～22年）
国内出向（14.74％） 海外出向（13.68％） 経験なし（71.58％） 全体
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
人数
部長クラス
昇進者（％）
部長クラス
昇進者（％）
一次選抜（6名）  1 1（  100％）  1 1（  100％）  4  4（  100％）  6（  100％）
二次選抜（45名）  6 2（33.33％）  8 4（   50％） 33 14（42.42％） 20（44.44％）
三次選抜（26名）  5 1（   20％）  2 0（    0％） 19 3（15.79％）  4（15.38％）
四次選抜以降（15名）  2 0（    0％）  2 0（    0％） 12  0（    0％）  0（    0％）
全体（92名） 14 4（28.57％） 13 5（38.46％） 68 21（30.88％） 30（32.61％）
出所：『会社職員録』各年度版およびA社資料より筆者が作成
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社年次間の昇進構造の変化という点では，本稿とほぼ同時期の入社年次の者を分析対象とし，部
長クラス昇進確率の低下や選抜方法の変化を報告している，上原（2007）や堀内（2007）と比較
すると，その管理職在籍期間がバブル経済とその後の不況という，企業業績上インパクトの大き
い時期に該当するにも関わらず，上記の共通の枠組みを基本的特徴として維持しながら，比較的
緩やかな変化に留まったと考えられる。
　出向については，最終到達職位や管理職昇進スピードと出向の対象となることとの関係性につ
いて分析を行った。このうち「出向（退出）」と最終到達職位との関係性については，196Z 年新
規学卒者のケースのみ課長クラス滞留者が「出向（退出）」となる確率が高く，それ以外のケー
スでは部長クラス昇進者の方が「出向（退出）」となる確率が高いことが明らかとなった。さらに，
「出向（退出）」と昇進スピードとの関係性については，197Y 年新規学卒者のケースの部長クラ
ス昇進者のみ，部長クラス昇進スピードが遅れると「出向（退出）」者の比率が高まっているが，
その他のケースでは，むしろ課長クラス・部長クラスともに一定以上昇進スピードが遅れると
A社内部に滞留している（197X 年新規学卒者），あるいは比較的ランダムに発生していること
が明らかとなった。また，「一時出向」と最終到達職位との関係性については，すべてのケース
において，課長クラス滞留者よりも部長クラス昇進者の方が「一時出向」を経験する確率が高い
ことが明らかとなった。「一時出向」と昇進スピードとの関係性については，昇進スピードが遅
れると「一時出向」者の確率が高まっているのは，196Z 年新規学卒者のケースにおける部長ク
ラス昇進者のみであり，その他では昇進スピードの速いグループにおいても高い確率で発生して
いるなど，比較的ランダムに発生している傾向が確認された。
　上記の結果は，「出向（退出）」「一時出向」いずれにおいても，花田（1987）や阿部（1995）
と一致するのは一部分に過ぎないことを示している。したがって，低い職位への滞留や昇進ス
ピードの遅れと出向の対象となることとの関係性を示唆した先行研究とは，全体的には一致しな
い結果となった。
　出向経験と昇進確率との関係性については，本稿では課長クラス在籍時の「一時出向」経験と
部長クラス昇進との関係性について着目して分析を行った。その結果，60年代後半入社者から70
年代前半入社者への変化として，形態を問わずに出向者数が増加する中で，海外を中心とした「一
時出向」経験者も増加した。さらに質的な変化として，海外への「一時出向」者が課長クラス昇
進三次選抜以内の者から選出されるようになり，海外「一時出向」者の部長クラス昇進確率の上
昇，事務系における「一時出向」経験のない者の部長クラス昇進確率の低下，技術系における国
内「一時出向」者の部長クラス昇進確率の低下が明らかとなった。
　以上の分析結果から総合的に判断すると，本稿の分析対象における昇進と出向との関係性とそ
の変化について以下の説明が可能である。まず，既述の通り昇進構造については比較的緩やかな
変化に留まったのに対し，出向については，80年代後半以降に海外販売・生産拠点数の増加や規
模拡大に伴って海外出向者が増加し，不況期に入った90年代以降になると，大量採用された70年
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代前半入社者が管理職適齢期を迎えたために，管理職ポスト不足への対策の一環として出向管理
職が増加するなど，質的・量的な変化が発生した。このうち，出向者の増加については，反面に
おいてA社内部における管理職ポスト不足分をグループ内の関連会社が吸収したことを示して
おり，そのために少なくとも60年代後半から70年代前半の入社者間では，昇進構造や昇進管理上
の共通的な枠組みは90年代以降も維持され，昇進確率の低下も発生しなかった。つまり出向の増
加が，昇進構造および昇進管理上の急激な変化を回避するための，いわば「緩衝材」の役割を果
たしたと考えられる。
　ただし，管理職ポスト不足への対策の一環として出向者が増加したといっても，単純に評価の
低い管理職が出向の対象となった訳ではない。既述のように，A社の関連会社はその重要性に
応じてランク付けされており，そのランクに対応した者が出向する。すなわち，部長クラス昇進
者のうち評価が高い者が出向する場合，国内外の重要な関連会社の経営者として出向するのに対
し，同じ部長クラス昇進者でもそれほど評価が高くない者については，やや重要性が劣る関連会
社の経営者として出向する。課長クラスの者についても同様である。また，その重要性は不変で
はなく，時代の経過とともに変化する性格のものであり，この点については海外関連会社の重要
性の高まりと，技術系の主たる出向先である国内の生産・物流子会社の重要性の低下が明らかと
なった。昇進スピードおよび最終到達職位と出向の対象となることとの関係性に関する分析結果
が，入社年次によって異なった点については，そういった重要性の異なる出向先が位置付けを変
化させながら混在していることを示していると思われる。
　以上のことから，昇進と出向の関係性は，同期における（異なる出向ルールを持つ）事務系・
技術系の構成比やA社内部の管理職ポストの空き状況，出向先である関連会社における人材の
充足度，関連会社各社の位置付けの変化に応じて，入社年次間で変化するものと考えられる。
　一方で，このような昇進と出向との関係性については，以下の問題点を指摘することができる。
まず，海外関連会社の重要性の高まりと急速な海外出向者の増加は，対象者の部長クラス昇進に
結び付く一方で，中村（1991）や上原（2007）が報告している，海外勤務に関連した育成やキャ
リア形成のルートが整備されている総合商社のケースとは異なり，事前の海外勤務や関連業務の
経験なしに突然海外勤務を命じられるケースを多数発生させている。この状況は本人や家族の負
担が大きいだけではなく，企業にとっても効率的な人材配置や海外赴任に対応した教育訓練およ
び環境整備が十分ではないため，対象者が十分なパフォーマンスを発揮することができないとい
うリスクを含有している。
　さらに，多くの場合，海外関連業務を経験させることなしに，課長クラス三次選抜以内の者か
ら海外出向者を選出している点については，遅れて頭角を現す者や国内業務では実力を発揮でき
ていない者の中に海外勤務の適性のある者がいる可能性を放棄しており，人的資源の活用という
点で問題があると考えられる。したがって，若年・中堅層からの計画的なグローバル化に適応し
た人材育成・評価の必要性と同時に，海外拠点の経営層について現地スタッフの育成・登用を進
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めていく必要性を課題として挙げることができよう。また，他の者と比較して技術系の国内出向
者の部長クラス昇進確率が非常に低下しており，グローバル化に伴い今後もこの傾向が進展して
いくようであれば，対象者のモラールやモチベーションの維持が困難となる事態が予想される。
　今後，海外拠点の重要性がより高まることはもちろんだが，国内関連会社についてもグループ
としての収益性の向上や CSR経営の観点から，A社本体と同等のマネジメントが要求されるこ
とが予想される。したがって，関連会社マネジメントの変革に伴って出向ルールのあり方を見直
すことが求められるとともに，そのことがA社における昇進と出向の関係性に新たな影響を与
えると考えられる。
５．おわりに
　以上，A社に60年代後半から70年代前半に入社した新規学卒者を分析対象として，その昇進
構造の具体的内容と昇進と出向の関係性について分析を行った。
　その結果，大量採用された70年代前半入社者が管理職層の中核を担うようになった90年代以
降，不況下にあって管理職適齢者の増加により出向の対象となる管理職層が増加する一方で，「お
そい昇進」などの昇進構造や昇進管理上の基本的な特徴が維持されており，出向が昇進構造や昇
進管理上の急激な変化を防ぐ「緩衝材」の役割を果たしたことが明らかとなった。ただし，管理
職層の出向は単なる余剰人員の処遇策ではなく，出向先で経営者や管理職として具体的に貢献す
ることが求められるために，重要性の異なる出向先が混在する中で，各社の重要性に応じた人材
が送り込まれており，昇進スピードの遅い者や低い職位への滞留者が主に出向している訳ではな
いことが分かった。また，80年代後半頃より海外関連会社の重要性が非常に高まる一方，国内生
産・物流子会社の重要性が低下した結果，70年代前半入社者では管理職昇進以降，海外出向経験
者が増加し，その部長クラス昇進確率が高くなった一方，技術系の国内出向経験者の部長クラス
昇進確率が低下した。さらに，課長クラス昇進三次選抜までに入った者のみが海外出向の対象と
なるようになるなど，海外関連会社を重視した出向の実態の変化が，70年代前半入社者の昇進お
よび昇進構造にも影響を与えることとなった。
　以上の分析結果は，管理職昇進以降の出向についての先行研究の結果とは明らかに異なる結果
であり，また個別企業のグローバル化が昇進に与えた影響を具体的に明らかにしたという点で，
本稿における新たな発見であると考える。一方，残された課題も多い。特に課長クラス在籍時の
出向経験と部長クラス昇進との関係性については，他の説明変数を考慮した上での計量的手法に
よる検証が必要であろう。今後はより多くの入社年次の者に対象を広げて分析を進めていくと同
時に，出向以外の異動の経歴や職務経験の詳細，可能であれば個人の業績などについても分析を
行い，昇進と出向の関係性について計量的手法を用いながら更なる研究を進めていきたい。
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注
⑴　本稿では，「昇進構造」という用語を「企業組織内における従業員の垂直的移動である昇進のメカニズム」
と定義し，以下の議論を進める。
⑵　インタビューは2006年から2010年に掛けて断続的に実施した。
⑶　本稿ではA社という組織内部における昇進を分析するため，昇進と出向との関係性を分析するにあたって
は，出向後にA社に復帰する「一時出向」と昇進との関係性に着目する。
⑷　国内出向と海外出向の両方を経験した者が事務系の二次選抜グループに３名存在する。
⑸　60年代後半入社者において，国内出向と海外出向の両方を経験した者が技術系の二次選抜グループに２名，
四次選抜以降のグループに１名存在する。
⑹　なお，60年代後半入社者の海外出向先が５カ国１地域であったのに対し，70年代前半入社者では10カ国１地
域と倍増している。
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